
 
 

総社市会計年度任用職員 一般行政事務（事務補助） 

採用選考登録案内 

令 和 ７ 年 １ １ 月 

総 社 市 

 

総社市では，令和８年度に総社市会計年度任用職員 一般行政事務（事務補助）として勤務していただく方を

募集します。採用選考登録とは，採用を希望される方に，あらかじめ経歴や希望職種・勤務条件等を登録してい

ただき，必要に応じて条件に合う方を希望者の中から選考して採用するものです。 

市民が感動することを自分の誇りとし，知恵をしぼり，汗をかき，市民サービスの向上を目指す方の登録をお

待ちしています。 

 

１ 登録から採用までの流れ 

（１）登  録 「総社市会計年度任用職員採用希望者登録申込書」に必要事項を記入し，封入の上，内容物が

分かるよう表示して持参又は郵送してください。 

①提 出 先 〒７１９－１１９２ 総社市中央一丁目１番１号 

（問合先） 総社市役所 総務部職員課 ℡（０８６６）９２－８２２０ 

 ②受付期間 随時 

  ③有効期間 令和９年３月３１日まで 

  ④そ の 他 登録完了のお知らせはしません。また，登録後に登録の取り消し・変更を希望される場合は，

申込書提出先まで御連絡ください。なお，提出された登録用紙は，一切返却できませんが，個

人情報は適正に取り扱い，職員採用等の人事労務に関すること以外の目的では利用しません。 

（２）選  考 会計年度任用職員の任用が必要な時に，登録された希望者の中から選考を実施して合格者を 

決定します。 

① 書類選考 申込書の記入内容等により書類選考を実施します。 

② 面  接 対象者に連絡の上，面接を実施します。 

       ※後日，合否の結果を連絡します。 

（３）採  用 選考に合格した場合，採用内定となりますが，健康上の支障又はその他の事由により，採用に

ついて適格でないと総社市が認めた場合は，採用されないことがあります。任期初日の辞令発

令をもって，会計年度任用職員として任用されますので，御了承ください。 

 

２ 勤務条件等 

（１）任用根拠 地方公務員法第２２条の２第１項第１号（パートタイム会計年度任用職員） 

（２）任用期間 令和８年４月１日から令和９年３月３１日までの１年以内 

※業務量等に応じて定めます。 

また，任期満了後，同一の職務内容の職が翌年度も設置される場合，勤務実績等に基づく 

客観的な能力の実証を経て，再度の任用を２回まで行うことがあります。（最長３年） 

※更新，再度の任用は，同一の所属部署とは限りません。 

（３）報  酬 一般行政事務（事務補助） 日額８，４５６円 

※会計年度任用職員として同種の職務に在職した年数を勘案し加算することや給与改定等の

状況により，報酬額が増減することがあります。また，通勤手当相当額（上限あり），期末・

勤勉手当（一定の要件を満たす場合）が支給されます。 

 



 
 

（４）勤務日数 原則，毎月１８日 

（５）勤務時間 原則，午前８時３０分～午後５時００分 うち休憩時間 正午～午後１時００分 

ただし，業務内容により勤務時間を変更することがあります。時間外勤務は原則無し。 

（６）勤務場所 総社市役所（本庁），出張所，出先機関等 

（７）休  日 土曜日，日曜日，祝日，年末年始（１２月２９日から翌年の１月３日まで）等 

※（５）～（７）は所属等により異なる場合があります。 

※１日の勤務時間が７時間３０分未満の場合，報酬は勤務時間に応じた時給制になります。 

（８）社会保険等 健康保険，介護保険，厚生年金保険，雇用保険，公務上の災害又は通勤による災害の補償制度 

（又は労災保険） ※それぞれ加入要件を満たす場合。 

（９）試用期間 採用から１か月間（１か月間の勤務日数が１５日に満たない場合には，その日数が１５日に 

達するまで）は条件付採用とし，職務を良好な成績で遂行したときに正式採用になります。 

（10）服  務 地方公務員法の服務に関する各規程が適用されます。パートタイム会計年度任用職員は，営利 

 企業への従事等制限の対象外ですが, 職務専念義務や信用失墜行為の禁止等の服務規律が適 

用されます。例示のように，兼業のため勤務時間をさくことにより職務の遂行に支障が生ずる 

おそれがある場合や兼業により職務の公正な執行の確保及び公務の信用の確保ができなくな 

るおそれがある場合等は認められない可能性が高いです。 

例１）兼業先と通算した勤務時間が常勤職員の勤務時間を超えるとき。 

例２）兼業先と総社市との間に利害関係（免許，許認可，検査，税の賦課,補助金の交付，工

事の請負，物品の購入等の契約行為，不利益処分や行政指導等の対象等）があるとき。 

【 注意事項 】地方公務員法第１６条に規定する欠格条項に該当する人は登録できません。 

・拘禁刑以上の刑に処せられ，その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの人 
・総社市職員として懲戒免職の処分を受け，当該処分の日から２年を経過しない人 
・日本国憲法施行の日以後において，日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する 
政党その他の団体を結成し，又はこれに加入した人 など 

 

 

≪会計年度任用職員について≫ 

（１）会計年度任用職員とは 

１会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）を超えない範囲内で置かれる一般職の非常勤職員です。 

（２）職種について 

総社市の会計年度任用職員は概ね次の３つに大別されますので参考としてください。なお，①は窓口対 

応，電話応対，文書発送，データ入力等の業務に，②及び③は①に加えて専門的な業務に従事する職です。 

① 一般行政事務（事務補助） 

② 一般行政事務（専門事務）資格は必要ないが，専門知識・経験が必要な職，出先機関の長 

③ 資格専門業務 資格免許等が必要な職（看護師，栄養士，保健師，社会福祉士，消費生活相談員，多文

化共生推進員等） 

（３）採用について 

①の職種の場合   採用選考登録を行います。 

②，③の職種の場合 必要に応じ募集・任用を行います。適性検査，作文等の筆記試験及び面接を実施し 

ます。 

（参 考）報 酬 一般行政事務（専門事務）            日額８，９６３円 

一般行政事務（専門事務）のうち出先機関等の長  日額９，２６２円 

資格専門業務（２級建築士，電気技師, 看護師，  日額９，８４３円 

栄養士，保健師，社会福祉士，消費生活相談員， 

多文化共生推進員等） 


